
概 要

市内での環境負荷低減につながる技術・製品(エコプロダクツ)やサービス

(エコサービス)を「エコプレミアム」として選定し、その拡大・浸透を図る

こと通じて、市内産業界全体の環境配慮活動を促進する。

着眼点

省資源､省エネルギー､長寿命､易メンテナンス､リース､リユース等

自己発電機能付き

節水型自動水栓

日本初の太陽光発電付き
賃貸型エコマンション

(平成17年度「新エネ大賞」

経済産業大臣賞受賞)

省エネルギー化につなが

る電磁鋼板

製品・サービスにおける環境と経済の両立

エコプレミアム
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面積 人口 世帯数 昼間人口 延床(家庭) 延床(業務) 自動車(家庭) 自動車(業務)

現状 1.2

k㎡

600人 200世帯 6,000人 27,400㎡ 284,900㎡ 300台 300台

2014年 1,800人 1,100世帯 9,000人 83,700㎡ 432,000 ㎡ 1,250台 650台

八幡東田地区の現状
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16

北九州水素タウン

総合エネルギー
ステーション

レンタサイクル
ステーション

街区まるごとの省エネシステム導入

タウンメガソーラー

新エネルギー等１０％街区

カーボンオフセット・
エコポイントシステム

地域エネルギーマネジメント構築

エネルギーコミュニティの実現

メガソーラー整備及び連結

【役割・姿】

・新エネルギーの計画的導入
・工場エネルギーの民生利用

エネルギー需要に対応した事業所エネル
ギーシステム等の導入（BEMS)、(HEMS)

【役割・姿】

スマートオフィス

・施設の効率的エネル
ギー利用、まち全体
のエネルギー利用の
最適化を両立

・まちとしてのスマー
トメーターの標準化

地域節電所

バイナリー発電

スマートメーターの大量導入

【役割・姿】

次世代交通システムなどの地域社会づくり

総合モビリティマネジメントシステム 【役割・姿】

おでかけ交通
コミュニティバス

・次世代モビリティス
テーションの整備

・病院と連携したオン
デマンド型コミュニ
ティバスなど高齢者
に配慮した交通シス
テム

スマートマンション
太陽光発電

データセンター

スマート
スクール

レンタサイクル
ステーション

大規模蓄電池

スマートビル

次世代SS

副生水素

水
素
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

天然ガスコジェネ

送配電網

ＩＴ網

スマート
コミュニティ
センター

風力発電
仮想導入

風力発電所
1.5万KW

副生水素

スマート
コミュニティ
センター

エネルギーを使いこなす社会 ５０％ ＣＯ2削減

スマートデータセンター スマート工場

など

太陽光発電

小型風力発電

EV用充電器

重点緑化地域

北九州スマートコミュニティ創造事業北九州スマートコミュニティ創造事業

・新エネルギーの最大活用
・地域全体のエネルギー使用の最小化
・不安定な新エネルギー電力の基幹電力の

影響の極小化



実証事業の全体目標実証事業の全体目標

環境負荷低減環境負荷低減
経済性経済性

安定供給安定供給

C
E
M
S

① スマートメータと宅内表示機を設置し、
CEMSからの情報を元に、需要家の応

答（デマンドレスポンス）のみによる
節電、負荷平準化の効果を測定

② CEMSからの要求に対して、エアコン、
家電（一部）、蓄電池の自動制御によ
る節電、負荷平準化の効果を実証

③ CEMSからの要求に対して、エネ
ファームと蓄電池の自動制御による節
電、負荷平準化の効果を実証

④ 太陽電池、蓄電池、負荷機器を高圧直
流パス（300～400V）で接続した直流
給電住宅の効果を実証

① CEMSからの需給予測や料金情報に応じて、
蓄電池、空調・照明等を制御することによ
る、省エネ・エネルギー有効活用の効果や
地域内の需給、電力品質の安定化の効果
を実証

② 給湯利用の多い施設（病院、寮）における
蓄熱槽を活用した電力負荷抑制・促進制
御の効果を実証

③ 小規模商業施設における蓄電池、配送車
両と連携した負荷平準化効果を実証

① CEMSからの需給予測、料金情報や再生
可能エネルギー発電量や生産計画等に
よる工場内電力負荷変動
を踏まえた蓄電池、空調・照明等の制御
による、地域
内の需給、電力品質の安定化や省エネ、
エネルギー
有効活用の効果を実証

② 燃料電池フォークリフトによる工場の負
荷平準化、デマ
ンドレスポンス対応効果を実証

③ CEMSと連携したコミュニティ設置型蓄電
池効果を実証

① CEMSは「エコドライブ総合支援システム」
へ再生可能エネルギーの余剰情報を通知

② 「エコドライブ総合支援システム」はSS設
置の蓄電池へ充電を指示

③ 「エコドライブ総合支援システム」は、EVに
対し再生可能エネルギー由来電気の充電
情報を通知

④ 充電に来たEVからドライブ情報取得

⑤ ユーザーの携帯電話へエコドライブ等（低
電費ドライブアドバイス等）の情報を発信

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱等）を統合して管理運用制御可能とする地域エネルギーマネジメントシステム「地域節電所」の
実証

② CEMSと各種EMS（BEMS/HEMSなど）やスマートメータとの連係、ダイナミックプライシング等のデマンドレスポンスによる再生可能エネル
ギーの最大利用、負荷平準化

③ スマートメータを２３０台（低圧）＋７０台（高圧）導入

（１）定性的目標

◆住民や事業所など需要家が太陽光発電などを設置することで、エネルギーの単なる消費者（consumer）にとどまらず、
生産消費者（prosumer）へと変革

◆従来からのエネルギー供給者に加え、prosumerである市民や事業者が「考え」「参加する」ことで、人々が自ら使う
エネルギーを自ら管理する、「デマンドサイド・セルフ・マネジメント」を実現

◆ダイナミックプライシングとインセンティブプログラムを組み合わせたしくみを導入

（２）定量的目標

＜環境負荷低減＞トータルで市内一般街区と比較してＣＯ２を５０％の削減する
＜安定供給＞ 新エネルギー大量導入時においても周波数や電圧の変動を一定の範囲内（電圧は１０１±６Ｖ、周波数は

６０Ｈｚ）に維持することを目指す

家庭部門家庭部門 業務部門業務部門 産業部門産業部門 運輸部門運輸部門

全体目標（目指すべき社会像）全体目標（目指すべき社会像）

環境負荷低減環境負荷低減
経済性経済性

安定供給安定供給

C
E
M
S

① スマートメータと宅内表示機を設置し、
CEMSからの情報を元に、需要家の応

答（デマンドレスポンス）のみによる
節電、負荷平準化の効果を測定

② CEMSからの要求に対して、エアコン、
家電（一部）、蓄電池の自動制御によ
る節電、負荷平準化の効果を実証

③ CEMSからの要求に対して、エネ
ファームと蓄電池の自動制御による節
電、負荷平準化の効果を実証

④ 太陽電池、蓄電池、負荷機器を高圧直
流パス（300～400V）で接続した直流
給電住宅の効果を実証

① CEMSからの需給予測や料金情報に応じて、
蓄電池、空調・照明等を制御することによ
る、省エネ・エネルギー有効活用の効果や
地域内の需給、電力品質の安定化の効果
を実証

② 給湯利用の多い施設（病院、寮）における
蓄熱槽を活用した電力負荷抑制・促進制
御の効果を実証

③ 小規模商業施設における蓄電池、配送車
両と連携した負荷平準化効果を実証

① CEMSからの需給予測、料金情報や再生
可能エネルギー発電量や生産計画等に
よる工場内電力負荷変動
を踏まえた蓄電池、空調・照明等の制御
による、地域
内の需給、電力品質の安定化や省エネ、
エネルギー
有効活用の効果を実証

② 燃料電池フォークリフトによる工場の負
荷平準化、デマ
ンドレスポンス対応効果を実証

③ CEMSと連携したコミュニティ設置型蓄電
池効果を実証

① CEMSは「エコドライブ総合支援システム」
へ再生可能エネルギーの余剰情報を通知

② 「エコドライブ総合支援システム」はSS設
置の蓄電池へ充電を指示

③ 「エコドライブ総合支援システム」は、EVに
対し再生可能エネルギー由来電気の充電
情報を通知

④ 充電に来たEVからドライブ情報取得

⑤ ユーザーの携帯電話へエコドライブ等（低
電費ドライブアドバイス等）の情報を発信

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱等）を統合して管理運用制御可能とする地域エネルギーマネジメントシステム「地域節電所」の
実証

② CEMSと各種EMS（BEMS/HEMSなど）やスマートメータとの連係、ダイナミックプライシング等のデマンドレスポンスによる再生可能エネル
ギーの最大利用、負荷平準化

③ スマートメータを２３０台（低圧）＋７０台（高圧）導入

（１）定性的目標

◆住民や事業所など需要家が太陽光発電などを設置することで、エネルギーの単なる消費者（consumer）にとどまらず、
生産消費者（prosumer）へと変革

◆従来からのエネルギー供給者に加え、prosumerである市民や事業者が「考え」「参加する」ことで、人々が自ら使う
エネルギーを自ら管理する、「デマンドサイド・セルフ・マネジメント」を実現

◆ダイナミックプライシングとインセンティブプログラムを組み合わせたしくみを導入

（２）定量的目標

＜環境負荷低減＞トータルで市内一般街区と比較してＣＯ２を５０％の削減する
＜安定供給＞ 新エネルギー大量導入時においても周波数や電圧の変動を一定の範囲内（電圧は１０１±６Ｖ、周波数は

６０Ｈｚ）に維持することを目指す

家庭部門家庭部門 業務部門業務部門 産業部門産業部門 運輸部門運輸部門

全体目標（目指すべき社会像）全体目標（目指すべき社会像）
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ＣＥＭＳの実証内容

実証内容

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱等）を統合して管理
運用制御可能とする地域エネルギーマネジメントシステム
「地域節電所」の実証

② CEMSと各種EMS（BEMS/HEMSなど）やスマートメータとの
連係、ダイナミックプライシング等のデマンドレスポンスによ
る再生可能エネルギーの最大利用、負荷平準化

③ スマートメータを２３０台（低圧）＋７０台（高圧）導入

技術的特徴

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱
等）を統合し、高度な予測モデルを適用し
た地域エネルギーマネジメントシステム

② ダイナミックプライシング、インセンティブプ
ログラムによるデマンドサイド・マネジメント

③ モバイル端末を利用したデマンドレスポン
スシステム

④ 大量データの効率的な圧縮蓄積システム

⑤ 事業展開にあたりシミュレーションを行うエ
ネルギーネットワーク最適化ソフト

個別ビジネスモデル

① 国内工業地帯など廃熱や水素などのエネルギーリソースを住
宅や業務用需要家へ融通する産業地域 への展開

② 海外の産業地域向け、電力過疎地域向けインフラパッケージ
展開

デマンドサイド・マネジメント（２つの手法の組み合わせ）

電気料金単価を季節別・時
間帯別に変化（静的／動的）
させることで、料金単価をト
リガーに需要家の行動を変化

コミュニティにとって“プラ
ス”となる行動をとった際にポ

イントを付与する等により、
需要家の行動を変化

DP=ダイナミックプライシング IP=インセンティブプログラム

ダイナミックプライシング
主に電力供給側のニーズにより、個々の需要家の経済合理

性に基づく動機付により、省エネ，ピークカット
ピークシフト等の行動を促し、効率的安定的なエネルギー需給
体制構築を目指す。

①ベーシックプライシング（年度初）
過去の電力需要量実績等から、年度の基本となる季節別
時間帯別単価パターンを設定･通知する。

②デイリープライシング（前日・当日）
翌日の天候等に伴う再生可能エネルギーの発電量や系統
の需要量の予測に基づき、予め定めた係数を、基本年度
単価に乗じて翌日の単価を設定、通知する。

③リアルタイムプライシング（随時）
前日までに予測し得なかった状況変化（再生可能エネ
ルギー発電量の大幅な変動、電力需要の大幅な変動基
幹電力のトラブル等）が発生した場合は、予め設定し

た緊急時単価パターンに基づき、単価を通知する。

インセンティブプログラム
• 地球環境問題である二酸化炭素排出量削減や資源エネルギー有効活用等を目的に、

コミュニティ（参加者全体）のミッションの共有、共感に基づく動機づけにより、ライフス
タイルやワークスタルの変革を促すとともに、さらにコミュニティ活性化や持続可能な
まちづくりの促進を目指す。

• 既に東田地区において実証実験が行われた「環境パスポート」を基本に、機能・仕組
み等を再構築する。特に、コミュニティとしての活動を支援（情報やノウハウなどの共
有、コミュニケーションの円滑化）するＳＮＳ的なプラットフォーム機能（community 
collaboration platform）を備えた基盤とする。

CEMS(地域節電所)

（※写真は開発中のもの）

実証内容

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱等）を統合して管理
運用制御可能とする地域エネルギーマネジメントシステム
「地域節電所」の実証

② CEMSと各種EMS（BEMS/HEMSなど）やスマートメータとの
連係、ダイナミックプライシング等のデマンドレスポンスによ
る再生可能エネルギーの最大利用、負荷平準化

③ スマートメータを２３０台（低圧）＋７０台（高圧）導入

技術的特徴

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱
等）を統合し、高度な予測モデルを適用し
た地域エネルギーマネジメントシステム

② ダイナミックプライシング、インセンティブプ
ログラムによるデマンドサイド・マネジメント

③ モバイル端末を利用したデマンドレスポン
スシステム

④ 大量データの効率的な圧縮蓄積システム

⑤ 事業展開にあたりシミュレーションを行うエ
ネルギーネットワーク最適化ソフト

個別ビジネスモデル

① 国内工業地帯など廃熱や水素などのエネルギーリソースを住
宅や業務用需要家へ融通する産業地域 への展開

② 海外の産業地域向け、電力過疎地域向けインフラパッケージ
展開

デマンドサイド・マネジメント（２つの手法の組み合わせ）

電気料金単価を季節別・時
間帯別に変化（静的／動的）
させることで、料金単価をト
リガーに需要家の行動を変化

コミュニティにとって“プラ
ス”となる行動をとった際にポ

イントを付与する等により、
需要家の行動を変化

DP=ダイナミックプライシング IP=インセンティブプログラム

ダイナミックプライシング
主に電力供給側のニーズにより、個々の需要家の経済合理

性に基づく動機付により、省エネ，ピークカット
ピークシフト等の行動を促し、効率的安定的なエネルギー需給
体制構築を目指す。

①ベーシックプライシング（年度初）
過去の電力需要量実績等から、年度の基本となる季節別
時間帯別単価パターンを設定･通知する。

②デイリープライシング（前日・当日）
翌日の天候等に伴う再生可能エネルギーの発電量や系統
の需要量の予測に基づき、予め定めた係数を、基本年度
単価に乗じて翌日の単価を設定、通知する。

③リアルタイムプライシング（随時）
前日までに予測し得なかった状況変化（再生可能エネ
ルギー発電量の大幅な変動、電力需要の大幅な変動基
幹電力のトラブル等）が発生した場合は、予め設定し

た緊急時単価パターンに基づき、単価を通知する。

インセンティブプログラム
• 地球環境問題である二酸化炭素排出量削減や資源エネルギー有効活用等を目的に、

コミュニティ（参加者全体）のミッションの共有、共感に基づく動機づけにより、ライフス
タイルやワークスタルの変革を促すとともに、さらにコミュニティ活性化や持続可能な
まちづくりの促進を目指す。

• 既に東田地区において実証実験が行われた「環境パスポート」を基本に、機能・仕組
み等を再構築する。特に、コミュニティとしての活動を支援（情報やノウハウなどの共
有、コミュニケーションの円滑化）するＳＮＳ的なプラットフォーム機能（community 
collaboration platform）を備えた基盤とする。

CEMS(地域節電所)

（※写真は開発中のもの）

実証内容

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱等）を統合して管理
運用制御可能とする地域エネルギーマネジメントシステム
「地域節電所」の実証

② CEMSと各種EMS（BEMS/HEMSなど）やスマートメータとの
連係、ダイナミックプライシング等のデマンドレスポンスによ
る再生可能エネルギーの最大利用、負荷平準化

③ スマートメータを２３０台（低圧）＋７０台（高圧）導入

技術的特徴

① 地区全体のエネルギー（電力、水素、熱
等）を統合し、高度な予測モデルを適用し
た地域エネルギーマネジメントシステム

② ダイナミックプライシング、インセンティブプ
ログラムによるデマンドサイド・マネジメント

③ モバイル端末を利用したデマンドレスポン
スシステム

④ 大量データの効率的な圧縮蓄積システム

⑤ 事業展開にあたりシミュレーションを行うエ
ネルギーネットワーク最適化ソフト

個別ビジネスモデル

① 国内工業地帯など廃熱や水素などのエネルギーリソースを住
宅や業務用需要家へ融通する産業地域 への展開

② 海外の産業地域向け、電力過疎地域向けインフラパッケージ
展開

デマンドサイド・マネジメント（２つの手法の組み合わせ）

電気料金単価を季節別・時
間帯別に変化（静的／動的）
させることで、料金単価をト
リガーに需要家の行動を変化

コミュニティにとって“プラ
ス”となる行動をとった際にポ

イントを付与する等により、
需要家の行動を変化

DP=ダイナミックプライシング IP=インセンティブプログラム

ダイナミックプライシング
主に電力供給側のニーズにより、個々の需要家の経済合理

性に基づく動機付により、省エネ，ピークカット
ピークシフト等の行動を促し、効率的安定的なエネルギー需給
体制構築を目指す。

①ベーシックプライシング（年度初）
過去の電力需要量実績等から、年度の基本となる季節別
時間帯別単価パターンを設定･通知する。

②デイリープライシング（前日・当日）
翌日の天候等に伴う再生可能エネルギーの発電量や系統
の需要量の予測に基づき、予め定めた係数を、基本年度
単価に乗じて翌日の単価を設定、通知する。

③リアルタイムプライシング（随時）
前日までに予測し得なかった状況変化（再生可能エネ
ルギー発電量の大幅な変動、電力需要の大幅な変動基
幹電力のトラブル等）が発生した場合は、予め設定し

た緊急時単価パターンに基づき、単価を通知する。

インセンティブプログラム
• 地球環境問題である二酸化炭素排出量削減や資源エネルギー有効活用等を目的に、

コミュニティ（参加者全体）のミッションの共有、共感に基づく動機づけにより、ライフス
タイルやワークスタルの変革を促すとともに、さらにコミュニティ活性化や持続可能な
まちづくりの促進を目指す。

• 既に東田地区において実証実験が行われた「環境パスポート」を基本に、機能・仕組
み等を再構築する。特に、コミュニティとしての活動を支援（情報やノウハウなどの共
有、コミュニケーションの円滑化）するＳＮＳ的なプラットフォーム機能（community 
collaboration platform）を備えた基盤とする。

CEMS(地域節電所)CEMS(地域節電所)

（※写真は開発中のもの）
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機
器
・シ
ス
テ
ム
の
導
入
・
実
証

地
元
説
明

・
同
意

平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度

事業概要説明・同意
（230世帯・70社）

デマンドサイドマネジメント
詳細協議・同意

開発

規模の拡大

設
置

連係テスト開発・単体試験

実証・追加導入

520kW導入済み
（PV412,FC111,風力7）

追加導入640ｋW
（PV500,FC105,風力35）

実証・一部HEMS、BEMS配下で追加導入

必要に応じて追加導入

水素による電力貯蔵システム開発
機器
設置

実証

ＥＶ、pHV導入（平成26年度までに300台）、充電装置（平成26年度までに50台）

エコドライブ支援システム開発 実証

ﾒｶﾞｿｰﾗｰ
大規模風力
仮想導入

実証開始

ＤＳＭ調整・
ｼｽﾃﾑへの組込み

DP実証
レ
ビ
ュ
ー

・
改
定

DP・IP実証
レ
ビ
ュ
ー

・
改
定

DP・IP導入

開発・単体試験
ＤＳＭ調整・
ｼｽﾃﾑへの組込み

開発・単体試験
ＤＳＭ調整・
ｼｽﾃﾑへの組込み

設置（230世
帯、70社）

設置（24世帯、
9社）

設置

交通
ｼｽﾃﾑ

蓄電
ｼｽﾃﾑ

HEMS
BEMS
FEMS

スマート
メーター

CEMS

PV、燃料電池、小型風力

DP実証 DP・IP実証 DP・IP導入

DP実証 DP・IP実証 DP・IP導入

DP実証 DP・IP実証 DP・IP導入

※DSM：デマンドサイドマネジメント、DP：ダイナミックプライシング、IP：インセンティブプログラム

CEMSとの
連携
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事業概要説明・同意
（230世帯・70社）

デマンドサイドマネジメント
詳細協議・同意

開発

規模の拡大

設
置

連係テスト開発・単体試験

実証・追加導入

520kW導入済み
（PV412,FC111,風力7）

追加導入640ｋW
（PV500,FC105,風力35）

実証・一部HEMS、BEMS配下で追加導入

必要に応じて追加導入

水素による電力貯蔵システム開発
機器
設置

実証

ＥＶ、pHV導入（平成26年度までに300台）、充電装置（平成26年度までに50台）

エコドライブ支援システム開発 実証

ﾒｶﾞｿｰﾗｰ
大規模風力
仮想導入

実証開始

ＤＳＭ調整・
ｼｽﾃﾑへの組込み

DP実証
レ
ビ
ュ
ー

・
改
定

DP・IP実証
レ
ビ
ュ
ー

・
改
定

DP・IP導入

開発・単体試験
ＤＳＭ調整・
ｼｽﾃﾑへの組込み

開発・単体試験
ＤＳＭ調整・
ｼｽﾃﾑへの組込み

設置（230世
帯、70社）

設置（24世帯、
9社）

設置

交通
ｼｽﾃﾑ

蓄電
ｼｽﾃﾑ

HEMS
BEMS
FEMS

スマート
メーター

CEMS

PV、燃料電池、小型風力

DP実証 DP・IP実証 DP・IP導入

DP実証 DP・IP実証 DP・IP導入

DP実証 DP・IP実証 DP・IP導入

※DSM：デマンドサイドマネジメント、DP：ダイナミックプライシング、IP：インセンティブプログラム

CEMSとの
連携

事業スケジュール
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■ 地域としてのエネルギーの一定の自立と融通

■ コミュニティの役割

震災及び釜石市との連携を通じて感じたこと

20



☑環境を機軸とした成長戦略

21



２０１０年６月 アジア低炭素化センター開設

北九州市、日本の環境技術を集約し、
環境ビジネスの手法で、アジアの低炭素化を推進

公害克服やものづくりの過程で生まれてきた環境技術や
これまでの国際協力で構築してきた都市間ネットワークの活用

アジア低炭素化センター

22



技術のパッケージ化から金融支援まで、技術移転のビジネスモデルを確立

エネルギービジネス

水ビジネスリサイクルビジネス

北九州エコタウン
各事業が相互に連携し、
ゼロ・エミッション型
の資源循環拠点

ウォータープラザ
下水の膜処理と海水淡水化
を組み合わせた水再生実証
プラント(日明浄化センター)

【電源開発㈱の多目的
石炭ガス製造技術】

【三菱化学㈱の有機
薄膜太陽光パネル】

【㈱安川電機の
インバーター】

アジア低炭素化
センター

①技術等のパッケージ化
②ニーズに応える技術等の改良
③市場性の調査
④実証実験のサポート
⑤補助金申請のバックアップ
⑥金融・情報面での支援
⑦ビジネスミッションの派遣

など

都市間ネットワークの活用
アジア環境都市機構
（アジア太平洋１８か国６２都市）

東アジア経済交流推進機構
（日中韓１０都市）

アジアへの
技術移転

【北九州スマート
コミュニティ】

アジア低炭素化センターにおける技術移転
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１ インドネシア(スラバヤ市プロジェクト）
スラバヤ市は、人口300万人を抱えるインドネシア第２の都市

電力が低品質なうえに安定的な供給が難しいことから、工業化に支障

・国営工業団地等のスマート化、排水処理及び廃棄物処理の高度化システムの導入

２ インド（デリー･ムンバイ産業大動脈構想の推進）
グジャラート州（スーラット市、ダヘジ地区）はインドを代表する工業の盛んな地域

日本の優れた環境技術の導入のみならず、環境配慮型都市づくりを期待

・エコタウン建設支援（スーラット市）、スマートコミュニティ事業への参入（ダヘジ地区）

３ 中国（北京環境交易所とのＭＯＵ締結、大連エコタウン協力など）
大連市は中国を代表する環境都市

リサイクル団地の枠組みを越えて、住宅地も整備するなど、エコシティを目指す

・エコタウンの実施計画づくりを支援、個別リサイクル事業等への日本企業の参入

主要なプロジェクトの推進
日本が掲げる環境を軸としたインフラ輸出について、インドネシア、インド、
中国などの主要プロジェクトを通じて、「都市輸出」モデルの構築を目指す

24



具体的プロジェクト及びビジネス成約
＜進行中のプロジェクト＞

１ 北京市における工場の省エネ対策推進事業（経済産業省）
安川電機

２ 天津市における廃プラスチックのマテリアルリサイクル事業（環境省）
エコマテリアル

３ インドにおける電気電子機器廃棄物のリサイクル事業（経済産業省）
日本磁力選鉱

４ 大連市における節水型住宅設備機器の普及事業（環境省）
ＴＯＴＯ

＜ビジネス成約＞

２ カンボジアにおける浄水場基本設計補完事業
北九州市水道局、浜銀総合研究所

１ 大連市における水浄化事業
新日鐵化学

５ 西安市における制御系エネルギー管理システム導入事業（環境省）
安川電機

25



北京市における省エネ事業の展開
㈱安川電機（産業ロボット、インバータで世界シェアＮｏ.１）
経済産業省「地球温暖化対策技術普及等推進事業」 に採択される（2010年10月）

省エネ効果 効果金額 投資金額
単純投資

回収年数
ＣＯ₂削減効果

中国系自動車
製造工場

９０３ＭＷｈ ９０３万円 ４，１００万円 ４．５ ７２８ｔ

日系精密電子
部品工場

５，５２９ＭＷｈ ５，５２９万円 １６，２００万円 ２．９ ４，４５６ｔ

日系陶器製品
製造工場

４１４ＭＷｈ ４１４万円 １，３８０万円 ３．３ ３３４ｔ

安川電機がアジア低炭素化センターの協力

を得て、北京市の３工場で製造ラインを開示

してもらい、高効率モーターとインバーター

のセットで既存の設備を更新した場合、どの

程度の省エネとＣＯ₂削減につながるかにつ

いて、大連市で過去に実証実験して蓄積し

たデータをもとに、検証した。

⇒ 調査した工場をはじめ、北京市内の企業に対して、高効率モーター及び
インバーターについて、販売促進を展開 26



天津市におけるリサイクル事業の展開

2008年には、日本国・経済産業省と

中国・国家発展改革委員会との合意

のもとに、北九州市と天津市の間で

子牙循環経済産業区の高度化を目

指したエコタウン協力事業がスタート

北九州市の協力により策定したマス

タープランに基づき、同産業区では、

家電リサイクルや自動車リサイクルな

どの事業も進み、中国を代表するエコ

タウンとして発展。

㈱エコマテリアル（国際事業展開をするリサイクル企業）
環境省「静脈産業の海外展開促進のための実現可能性調査等支援事業」に採択される

（２０１１年６月）

日本の㈱エコマテリアルと天津市緑天使再生資源回

収利用有限公司が事業主体となり、廃プラスチックリ

サイクルのモデル工場及びリサイクル団地の整備に

向けた実現可能性調査を実施

子牙循環経済産業区の家電リサイクル工場等から発生
する廃プラスチックのほか、天津市内で発生する廃プラ
スチック（年間約２０万トン）などをターゲットとする。

広域的な廃プラスチックの収集運搬は、山九㈱の現地
法人（天津天山国際貨運有限公司）が協力予定。

エコマテリアル 天津市緑天使

北九州市
アジア低炭素化センター

子牙産業区組合
ＮＴＴデータ
経営研究所

天津市

日中合弁企業

事業主体

都市間協力

実現可能性調査

支援・協力

27



大連市における節水型設備機器の普及
ＴＯＴＯ㈱(国際的に活躍する住宅設備機器メーカー）

環境省「新メカニズム実現可能性調査」に採択される（2011年７月）

家庭の水まわりからのＣＯ₂発生
は日本全体の約５％分に相当

節水は、水資源の確保・保全に加え、
「浄水～移送～排水処理」の各工程で
消費するエネルギー削減、節水による
上下水道の整備コスト低減、それらに
伴うＣＯ₂削減等の多面的効果がある

「節水に伴うＣＯ₂排出量削減」はこれ
まで評価されておらず、ＣＤＭをはじめ
国内外クレジット制度でも承認された節
水効果計測方法は確立されていない。

○水由来ＣＯ₂排出削減の測定方法の構築
○二都市間・二国間でのクレジット化検討
○節水機器の普及施策の導入検討

・低利融資
・節水機器の認証制度の導入 等

ＴＯＴＯ

北九州市
アジア低炭素化センター

北九州市海外水ビジネス協議会

大連市
大連環境交易所

大連市自来水集団

三菱ＵＦＪモルガン・
スタンレー証券

明治大学北九州上下水道協会

本実現可能性調査の推進体制

中国は全世界の人口の２割を擁する一方、
地球上の水源のわずか２％程度しか持たな
い。加えて、急速な都市化や工業化に伴い、
水需要は拡大傾向にあり、水不足や水質汚
染も深刻化している。こうした状況のもと、節
水機器普及による家庭を中心とした水使用
減尐は、日本の多大なるビジネスチャンスと
同時に、中国の持続可能な発展に貢献
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カンボジア国シェムリアップ市浄水場基本設計

北九州市水道局及び(株)浜銀総合研究所
日本の水道事業体が獲得した初めてのケース （2011年３月）

プノンペン市への技術協力
（1999～2006年）

北九州市は、「無収水量の削減」、「安
定給水の実現」、「適正な浄水場運転」、
「水道水質の向上」、「電気・機械設備
の適正な維持管理」を目標に掲げ技術
協力を実施

総延長1300kmの配水管網を41のブ
ロックに分割管理することで、効率的な
維持管理を行う配水ブロック技術を移
転。また、プノンペン市水道公社は、
2005年5月に飲用可能宣言を行った。

世界遺産「アンコールワット遺跡群」を要するカンボジ
ア国シェムリアップ市は、都市化の進展と観光客の急
増により水道の供給能力が不足し、新たな施設の建
設・拡充が急務。

このため、ＪＩＣＡは、2009年から事業可能性調査を実
施し、今回、その基本設計補完業務の入札実施。

北九州市水道局は、長年のカンボジア国での技術協
力の経験とノウハウを活かして北九州市海外水ビジネ
ス推進協議会会員である（株）浜銀総合研究所と連携し、
この業務を受注。

受注案件の概要
業務内容：基本設計に係る施設計画及び需要予測、配水管網計

画、財務分析のアドバイス
受注金額：約１，４００万円
予定行程：平成２３年３月中旬～１０月末

無収（漏水・盗水）水量率：
７２％→８％＜日本並み＞

カンボジア国地方8都市への技術協力（2006年～2012年）

北九州市は、専門家派遣と研修員受入を行うとともに、首都プノ
ンペン市で育成した人材も活用した技術協力を実施中。
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廃製品
回収

グジャラート州
スーラット市

北九州市
アジア低炭素化センター

インドリサイクル企業

政策形成・人材育成、普及啓発分野での協力

日本リサイクル企業

一次解
体

微粉
砕・濃

縮

湿式
回収

輸入
（廃基盤等）

乾式
回収

各種環境ビジネスの支援

電子基板からの希尐金属回収事業

GEPIL, Co Ltd 日本磁力選鉱

インドにおけるリサイクル事業の展開
日本磁力選鉱㈱（希尐金属回収のリサイクル企業）
経済産業省「インドにおける電気電子機器廃棄物のリサイクル事業

に関する実施可能性調査」に採択される（２０１１年３月）

インドでは、家電リサイクル法が2012年１月

に施行されることから、日本磁力選鉱とインド

企業の間で、家電リサイクル事業に関するビ

ジネスモデルの構築を目指す。

第１段階：日本への輸入（インドで処理の難しい電子基板等）

↓

第２段階：粉砕・選鉱技術の知財化・ライセンス供与
↓

第３段階：共同事業の展開

★ スーラット市

デリー・ムンバイ間産業大動脈構想（ＤＭＩＣ）

日本－インド間国家プロジェクトであるＤＭＩＣ
の一環として、アジア低炭素化センターでは、
２０１０年度より、グジャラート州を対象に、環
境配慮型の都市づくりやリサイクルビジネス形
成の可能性を探ってきた結果、 本事業に発展
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☑おわりに

・「まちづくり」に総体的に取り込んでいくための、

分野横断的なデザイン

・「所有」から「共有」社会への変革

・「おたく」から「お得」、さらには「お徳」への進化

31


